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令和７年度第２回千葉市市民自治推進会議 議事録 

 

１ 日 時 

令和８年３月１０日（火）１４：００～１６：１０ 

 

２ 開催場所 

千葉市役所 Ｌ会議室３０２ 

 

３ 出席者 

（委 員）粉川会長、髙橋副会長、青柳委員、佐野委員、清水委員、鈴木委員、関谷委員、 

鍋嶋委員、原田委員、前田委員、眞智委員、山﨑委員 

（事務局）齋木市民自治推進部長、古屋市民自治推進課長、矢田課長補佐、宮内主査、平岡主査、

澤野主任主事、尾花主任主事 

 

４ 議題 

（１）令和８年度千葉市市民自治推進のための実施計画（案）について  

（２）町内自治会活動の負担軽減について～町内自治会に依頼している業務等の棚卸し～ 

 

５ その他 

（１）千葉市における市民自治推進の状況について 

 

６ 議事の概要 

（１）事務局から議題（１）について説明した後、審議、意見交換を行い、承認を得た。 

（２）事務局から議題（２）について説明した後、意見交換を行った。 

（３）事務局からその他（１）について報告し、委員からの質問等はなかった。 

 

７ 会議の経過 

【議題（１）令和８年度千葉市市民自治推進のための実施計画（案）について】 

○粉川会長 

議題（１）「令和８年度千葉市市民自治推進のための実施計画（案）」について、事務局より説明願

う。 

 

○古屋課長 

（資料に沿って説明） 

 

○粉川会長 

委員から意見や質問等はあるか。 

 

○山﨑委員 

事前質問の①に関し、「１ 市民参加の取組み」の「共通のアジェンダ」について、パブリックコメ
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ント手続や意見募集などでは取組みをするのが難しいとあったが、それらこそ共通のアジェンダを共

有していなければ参加者が増えないと思うので、例えば、市民に対しての学習会や動画での説明を取

り入れれば、結果を上げていけるのではないかと思う。 

 

○古屋課長 

工夫の余地はあると思うので、引き続き検討する。 

 

○粉川会長 

各所管課が今まで当たり前にやっていることの中にも、例えば、共通のアジェンダを共有するため

の工夫があるかもしれないが、新しいことをやっていないため、工夫として挙げることができないと

いうような意識があるようにも思う。 

これまで職員研修においてコレクティブインパクトに関する全体的な話をしたが、例えば、共通の

アジェンダをみんなで共有していくにはどうすればよいか、といった各論についての研修や工夫の例

示を各所管課への調査前に情報提供をしていくと、結果が向上すると思うし、既に各所管課でやって

いることがきっとあると思うので、それを引き出すための工夫をしていただきたい。 

 

○眞智委員 

「１ 市民参加の取組み」のうち、意見交換会において「３：市民自治を推進するための工夫をし

て取り組む予定である」と回答したのが０であったことが気になったため、自身が運営に関わってい

る２つの事業の担当者に直接聞いてみたところ、一方の事業では、前例踏襲的に回答していたり、相

対評価的な感覚で、他の事業と比べて自分の事業がどうかわからなかったりすると言っていた。もう

一方の事業は区の事業なのだが、本庁の課で回答を取りまとめており、区の担当者は「３」なのでは

ないかと言っていたが、本庁の担当者は、あまり過度な負担を与えてはいけないという意識で「３」

とはしなかったと言っていた。 

計画段階で工夫して取り組むこととしていない限りは取組みが進んでいかないと思うし、結果的に

できないのは仕方ないとは思うので、取組みを意識してもらうために各所管課へどのように伝えてい

くかを考えていただきたい。 

 

○古屋課長 

意見交換会では、「３：市民自治を推進するための工夫をして取り組む予定である」とした回答が無

かった一方で「２：取り組む予定である」とした回答は多かったが、さらに工夫をするとなるとハー

ドルが高かったように思う。引き続き工夫を促せるような方法を考えていきたい。 

 

○鍋嶋委員 

１点目、資料１－４では、主な好事例の取組みを紹介しており、例えば７ページにある「中央区自

主企画事業 地域活性化支援」に関し、中央区に限らず各区で同じ事業を行っていると思うが、次の

ステップとして、その好事例が他区に反映されるような働きかけをする必要があると思う。 

２点目、資料１－３に関し、様々な部署で市民自治推進のスケールに応じた実施計画を立てられて

いるが、事業規模に対する成果が見合っているかについて、特に継続性の高いものほど、一定の指標

を持って評価をしていくことが大事かと思う。 
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３点目、ＷＥＢアンケートに関し、その回答ページまでたどり着く人は限られてくるのではないか

と思っている。今まではアンケートに回答するとちばシティポイントが付与されていたが、次年度以

降も継続されるかはわからない。今後、市ホームページだけを案内して回答してもらうとすると、リ

ピーターの割合が増える一方で、新たな層の回答が得られるのか疑問であり、実態に沿った回答内容

になるのかを懸念している。 

 

○古屋課長 

１点目に関して、好事例の各区への展開については、各区が集まる会議などの場を活用して共有し、

取組みを広めていくこともできると思うので、取り組んでいきたい。 

２点目に関して、市民自治を推進するための計画という中で、事業規模にフォーカスをした事業評

価は難しいと感じつつ、コレクティブインパクトの考え方を用いた振り返りなどを委員の皆様にご意

見をいただきながら行っているが、評価のあり方については今の形が１番良い方法であるとは思って

いないため、今回いただいたご意見についても考えていく必要があると思っている。 

３点目に関して、ＷＥＢアンケートを新規の方に回答していただくことについては、市民局だけで

検討することは難しいので、他の部署とも連携しながら考えていければと思う。 

 

○齋木部長 

ＷＥＢアンケートに関して、ちばシティポイントをもらうためにアンケートに回答していた方がお

り、それによる回答の偏りも懸念しているため、予算などの課題もあるが、無作為でアンケートを行

う方法も改めて考えていきたい。 

評価の件に関しては、実施計画を取りまとめる上で、どのような評価をしたかが分かるような表に

しても良いかと思っている。また、全ての事業でやるのは難しいとは思うが、こういう点が評価でき

るという記載ができるような欄を設けても良いと思う。引き続き検討したい。 

 

○山﨑委員 

団体等の活動に参加したことがない回答者が約４０％いるという結果となったのは、団体に興味が

ない人にとって、ちばシティポイントがＷＥＢアンケートに答えるきっかけになっているからだと思

う。 

 

○粉川会長 

社会調査において、無作為抽出の郵送形式では回答が全然返ってこなくなっており、ＷＥＢアンケ

ートのような手法も、アカデミックな調査分野では、当たり前に使われるようになっている。また、

ポイントが付くという回答方法も、学術界では良しとする指針を出している状況である。 

団体等の活動に参加したことがない約４０％にも回答してもらえるような、偏りが少なくなる工夫

は必要かと思う。 

 

○齋木部長 

ＷＥＢアンケートに関する周知も大事であると考えており、ＳＮＳ等を使い工夫することは必要で

あると思う。 
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○粉川会長 

好事例や好事例とまではいえないが工夫していることに関しては、もっとカジュアルに発信しても

良いのではないかと思う。例えば、ある事業はこの部分に関してこのような工夫をしているという内

容が、毎日自動的に投稿されるようなＳＮＳアカウントを作成し、誰も見ていないとしても、もしそ

れを見たいと思った時にはずらずらと出てくるような、外部からも見ることができるアーカイブとし

て活用する等、柔軟に考えても良いのではないかと思う。 

 

○前田委員 

私は共通のアジェンダと共有された測定システムの２つが肝だと思っている。そもそもなぜこの事

業をやるのか、そして、事業を進めていく中でこんなところが変わってきた、このような効果があっ

た、というように、事前と事後を対比して評価することが必要だと思うが、とても難しいことだとも

思っている。 

ただ、それをやることで、実際に事業をやる方にとってはモチベーションに繋がってくると思うの

で、評価や成果を何らかの形で示していただけると、市民としても、そんな良いことをやっているの

かと思うこともあるかと思う。 

 

○古屋課長 

何のためにこの事業をやるのかという点について、事業を行う担当職員が意識しなければならない

と改めて感じた。評価のあり方については、引き続き検討していきたい。 

 

○髙橋副会長 

資料１－３の概要欄に、事業を行う狙いについて記載することも良いかと思う。 

 

○粉川会長 

資料１－３はずっと同じフォーマットでやってきたが、何のためにこの事業をやるのかという点は

欠けていた情報なのかもしれない。 

 

○関谷委員 

資料に掲載されているのは基本的に事業ベースでの話で、事業を行うにあたっての課題やアジェン

ダというような出し方をしているが、事業を行うよりもっと手前の部分として、どのような課題があ

るのかということを市民と行政がそれぞれの立ち位置で考えていることがあり、それを共有するプロ

セスが確保されているのかどうかが問われると思う。 

例えば、資料１－２の３ページ（６）「学校と地域の連携・協働体制の整備事業」があり、所管課は

教育委員会だが、これは教育委員会だけに収まる話ではなく、子育て関係も絡んだり、事業者や商工

関係も絡んだり色んなところが絡むと思う。そのため、この問題は、教育委員会だけではく、課を超

えてアジェンダを共有するようにしなければ取組みは膨らまないと思うし、課題を共有することは難

しい部分もあるが、そのような構造的な問題ではないかと思う。 

ただ、これを一気に全部の事業でやるのは難しいので、掘り下げるような取組みを、最初はサンプ

ル的にでもやってみると良いかと思う。例えば「学校と地域の連携・協働体制の整備事業」であれば、

教育委員会という枠で初めから切るのではなく、市民から見れば学校と連携してやりたいことがたく
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さんあるはずで、その問題や課題意識をどんどん拾い上げるとおそらく多くの分野に渡ると思うが、

それらを共有し、どのように横断的に関わっているものなのかということを、例示的にピックアップ

し、事業を行うにあたってはこのようなことを課題として共有した、ということを評価に結びつけて

いかなければ、ずっと縦割りのまま事業が進んでしまうことになると思う。 

 

○古屋課長 

現在は各所管課の事業毎に表にして資料を作成しており、元々何のために事業をやっているかとい

う部分を掘り下げることはできていないが、縦割りではなく、横串を通すような横の繋がりでやって

いかなければならないということは感じているので、どこまで着手できるかはこれから検討すること

になるが、貴重なご意見として今後反映できるよう考えたい。 

 

○前田委員 

私も関わっているごみゼロ運動について、青少年育成委員会が行う子どもたちに対する教育の一環

の事業だと捉えているのだが、参加者は大人ばかりである。私のイメージでは、親が今日はごみゼロ

の日だから行くよと言って、子どもを連れて公園に出てくる姿を描いているのではないかと思ってお

り、子どもたちのまちを愛する気持ちを育んでいく事業だと思っている。ところが、大人しか参加し

ないとなると、何のためにやっているのだろうかと思ってしまい、これでは目標を達成していないの

ではないかと感じる。まちを綺麗にするのは大人も子どもも共通だが、このような状況であれば、こ

れをずっと続けていくのか、青少年育成委員会の仕事でなくて良いのではないかということを思って

しまう。 

 

○眞智委員 

青少年育成委員会の事業については資料１－３の４２ページに、「青少年健全育成を目的とし、各中

学校区青少年育成委員会が実施する非行防止活動、地域の環境浄化活動等に対して、補助金を交付す

る。」とあるが、私の地域の青少年育成委員会も紆余曲折あり、前田委員の地域と同様の状況となって

いる。他の地域でもおそらく同じだと思うが、子どもがどこかで関わらないと意味がないとは思うも

のの、難しい問題である。 

 

○佐野委員 

縦割りという話が出たが、千葉市には横串を通せる部署はあるのか。 

 

○齋木部長 

横串を通す部署は無いが、連携してやっていくことの重要さは、各課が認識している。市民や地域

団体を交えて事業を進めることを促すことは市民自治推進課がやっているが、そこに権限があるわけ

ではない。各所管課が事業を行う中で、それぞれの事業の目的があり、その目的に沿った形での評価

はできるものの、その事業が市民自治の推進に資するのかどうかを評価するにあたっては、どのよう

な基準でやっていくのかが難しい部分であると認識しているが、事業をピックアップした上で評価を

していくことはできると思うので、促していくことを検討したい。 
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○原田委員 

私は各区の地域活性化支援事業のプレゼンテーションに立ち会わせていただくこともあるが、本当

に素晴らしい提案はあるし、実際に成果が出ているものもある。それぞれの取組みを資料に掲載する

ことは難しいと思うが、ＳＮＳなどに投稿されていれば良いと思った。団体が自ら発信すればいいの

かもしれないが、なかなかそこまで手が回らないので、このような仕組みがあれば、活性化支援事業

についても知られるだろうとも思った。 

 

○山﨑委員 

事前に質問をさせていただいた当日配付資料１の５ページの⑤に関して、長く続いている事業の評

価や、市民自治の推進に資するかどうかの判断は難しいと思うが、評価を端的に示せるのが予算なの

ではないかと思っている。予算が増えるということは、活動する人が増えるだろうという目論見があ

ったり、千葉市が力を入れていたりすることがイメージでわかると思うので、増額の理由はそれぞれ

だとは思うが、特に増額している事業にスタンプを押すように、明示的に紹介するのも良いかと思う。

評価の内容としては薄っぺらいかもしれないが、お金だけで判断するのもありかと思う。 

 

○粉川会長 

意外とそのような形も面白いと思うので、様々なパターンで情報発信を考えていただければと思う。 

今回様々な資料によって情報提供していただいたことで、有益な情報も数多く含まれてきたのでは

ないかと思っている。ＷＥＢアンケートの結果をクロス集計したものを見ると、地域の付き合いに関

して、団体のサービスを利用するだけの人が、意外と近所付き合いをしているというようなことが見

えてきたり、地域の付き合いがない人たちの、まちづくりに関わる活動に参加できない又は参加した

くない理由は、あまり付き合ってない人でも、全く付き合っていない人でも変わらず同様の結果とな

っていたりすることが見えてきたので、今後活用できるような情報かと思う。 

これ以上意見等がなければ、議題（１）に関して、原案のとおり承認ということでよろしいか。 

 

（異議なし） 

 

○粉川会長 

議題（１）については承認された。 

 

【議題（２）町内自治会活動の負担軽減について～町内自治会に依頼している業務等の棚卸し～】 

○粉川会長 

議題（２）「町内自治会活動の負担軽減について～町内自治会に依頼している業務等の棚卸し～」に

ついて、事務局より説明願う。 

 

○古屋課長 

（資料に沿って説明） 

 

○粉川会長 

まず事務局に確認するが、今回は、町内自治会活動の負担軽減をするために、市から町内自治会に
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お願いしている業務の棚卸しをするということが目的で、町内自治会が自分たちでやっている活動を

ここで議論するわけではないという理解でよいか。 

 

○古屋課長 

その通りである。 

 

○粉川会長 

町内自治会活動の負担軽減については、既に今年度から改善をスタートしている状況か。 

 

○古屋課長 

着手できるところについては既にスタートしている。 

 

○粉川会長 

今年度は市民局及び区役所業務の６９件が対象になっているが、市役所全体ではもっとたくさんあ

るということか。 

 

○古屋課長 

その通りであり、市役所全体だと数百件の事業数になると思われるが、まずは市民局と区役所の所

管業務からやってみて、その改善点等を踏まえて全庁的に進めたいと考えている。 

 

○粉川会長 

全市で１，１０２団体ある町内自治会の内、８０団体にヒアリングを行い、そのご意見を参考にし

た上で、６９件の業務の内、見直しを行うか、行わないかを判断したということか。 

 

○古屋課長 

この６９件の業務は、市民局及び区役所の各所管課において、見直しができるか、できないかを判

断し整理したものである。 

また、町内自治会へのヒアリングについては概ね終わっているが、取りまとめはこれからであるた

め反映はされていない状況である。 

 

○粉川会長 

町内自治会からの意見に関しては、この場で委員から出た意見と同じ扱いで今後活かしていくとい

う理解でよいか。 

 

○古屋課長 

その通りである。 

 

○粉川会長 

委員の皆様には、具体的な経験を基にこのようにしたら良いという意見等を出していただければ、

来年度以降の見直しがスムーズに進むと思う。委員から意見や質問等はあるか。 
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○前田委員 

当日配付資料２の２ページ、見直しを行わない業務や手続きの７から１０「会議の委員等就任依頼」

に関して、よく少子高齢化により担い手がいないと言われているが、私は少子高齢化が原因だとは思

っておらず、高齢化によって高齢者の人材は増えているが、なかなか引き受けてくれないという状況

の中で依頼があり、ストレスがかかっている。地域の人間関係の問題であると言われるとその通りで

はあるが、誰もやらないとなると、町内自治会長が責任を取らなければならず、それによって会長は

大変になるものの、周りは意外と暇であったりする。そのため、このような依頼をすることについて

は、別の角度で協力をしていただきたい。例えば、強制ではないので難しいかもしれないが、地域の

中の我々が言うと断りやすいところ、市側から声をかけていただけると、私で良いんですかという雰

囲気になるかもしれない。その方法が良いかはわからないが、違う形で協力があるととてもありがた

いと思う。 

 

○古屋課長 

この見直しを行うにあたり、所管課が見直しを行わないとした業務でも、工夫をすれば見直しがで

きるのではないかというような視点を持ちながら所管課とやり取りをしたものもあるが、会議の委員

等就任依頼については、これに代わる根本的に解決できるような策がまだ無い状況である。今いただ

いたご意見についても、地域の方と職員との関係でお願いすることができるような状況になれば、会

長に負担が偏らないとは思うが、現状としては、アドバイスとして受け取りたいと思う。 

 

○鈴木委員 

担い手不足の深刻化ということで、高齢化の中、私も数十年と会長をはじめ自治会関係などの役員

をやってきた。 

当日配付資料２の１ページ、見直しを行う業務の１２から１９にあるような色々な補助金に関わる

手続きに関連して、現在美浜区では地域運営委員会がほとんどの地区で設立されているが、他の地域

ではどのような状況か教えていただきたい。 

また、４４に世帯（会員）名簿の提出があり、年２回行っているものを、改善していただけるとい

う話もあるが、その２回で世帯の出入りが多い場所と少ない場所があったり、ＵＲでは名簿が全然取

れなかったりする状況がある。 

そして、市からの回覧物に関して、例えばＵＲで１，０００世帯ある場合には回覧が難しいため、

回覧物を皆様が見ることができる場所に掲示することとした場合には、行政事務委託料の対象になる

のか教えていただきたい。 

 

○古屋課長 

地域運営委員会については、市内全域の地区連協５１地区のうち、現在は１９地区で地域運営委員

会が設置されており、美浜区の７地区を除くと１２地区である。 

また、世帯名簿の提出を２回から１回にするという負担軽減を考えている中で、世帯の出入りの多

い場所での影響については、ご意見をいただきながら、改善点があれば改善をしていかなければなら

ないと認識している。 

市からの回覧物に関して、例示のあったＵＲなどで、皆様が見ることができる場所に掲示していた
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だいた場合には、回覧と同様に情報を届けていただいていると認識しているので、行政事務委託料の

対象になる。 

 

○佐野委員 

見直しについてはとても良いことだと思っており、行政だけではなく、町内自治会自体が自分たち

の町内自治会でやっている業務を見直していかなければ、担い手を探すことは難しいかと思うので、

大前提として必要であると感じている。 

補助金をもらうためには書類を書く必要はあると思うが、元々紙の書類があり、紙で提出していた

ものを電子化する流れがあるものの、紙のものをそのまま電子化しようとすると、書く項目が増える

こともあるので、項目一つ一つの見直しが必要かと思う。例えば、町内自治会名を各書類で書かなけ

ればならないということがあるが、無駄なワンクリックを無くすことが紙から電子化する時にはポイ

ントとして必要かと思う。 

 

○鍋嶋委員 

オンライン会議をはじめ、デジタル化が時代的には必要であると認識している。市のモデル事業と

してデジタルツールを使っていた話を聞いており、全国的にも「いちのいち」や「結ネット」など

様々なツールを利用していると思うが、各町内自治会に向けて、どのツールを使ったら良いかという

案内とサポートが必要だと思っている。少子高齢化で教えてくれる人もいない中で、紙に頼らないと

いけない人もいるが、サポートがあればデジタル化の流れに付いていける人も多いと思うので、町内

自治会の中だけではなく外部からのサポートも必要かと思う。 

棚卸しを行っている業務については、市として、この業務は町内自治会に任せるものではなく、他

で解決できるとする方向性で進めているものはあるのか教えていただきたい。 

また、現在各区の地域づくり支援課に地域担当職員がいるが、人員を増やして配置しているもので

はないため、なかなかその能力が発揮できないだろうと思う。町内自治会をはじめ地域の力だけでは

なかなか次のストーリーを描けないと思うので、その人員を手厚くすることを考えていただきたい。 

 

○古屋課長 

デジタル化に関しては、令和６年度にいくつかの町内自治会に「いちのいち」を使ったモデル事業

にご協力いただき、それを全市的にやっていくのかどうかを検討したが、利用料の問題や町内自治会

によって求める機能が異なることもあったため、現時点では同じものを一斉に導入するよりも、各町

内自治会に合ったツールを選んでいただけるような展示相談会をやっていくことを考えている。合わ

せて、サポートのあり方については考える必要があると思う。 

町内自治会に任せるべき業務に関する方針については、現時点では、この業務は必要、不要という

ことを市側からお示ししているという段階ではないが、棚卸しの中では、各所管課に対して業務の要

否についても検討するようお願いしているところである。様々な町内自治会の方からお話を伺うと、

あれもこれも大変だという声はあり、市としても十分認識をしているため、長期的には災害対応やご

み問題など、業務を集約することも検討する必要はあるかと思うが、現時点で方針は決まっていない。 

地域担当職員の人員については、区役所で直接市民の方と接する仕事として、更なる人員の配置が

必要であると感じているためご意見として承る。 
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○眞智委員 

ヒアリングの話は各区の区連協に依頼があり、私の地区連協からも２人お願いしたいとのことで、

大体終わったと聞いているが、私としてはあまり歓迎できる話ではないと感じている。 

資料２－１にある趣旨には最終的な目標として、「町内自治会活動の活性化」や「持続可能な運営体

制の構築」とあるが、この業務の棚卸しは直接イコールになるものではないと思う。 

稲毛区では、令和６年度と令和７年度とで町内自治会の会長を継続して務めている人は半数に満た

ず、今回棚卸ししている業務や手続きが負担となっているという意見については、半数以上の方が新

しく会長になれば、手続きの煩雑さが負担となるのは当たり前の話で、私自身も２０数年前に初めて

やった時には面倒なものと感じた。そのような人が多数派になっている状況では、今回の業務の棚卸

しは間違っていないが、これが町内自治会活動の活性化や持続可能な運営体制の構築には繋がらない

のではないかと思う。 

町内自治会内部の業務改革も当然必要である。また、例えば市ホームページのみなし自治会のペー

ジでは、「民生委員、統計調査員、選挙立会人などを依頼される場合があるが可能であればご協力くだ

さい」と書かれており、市民自治推進課ではそれが負担になると認識しているが、他の所管課として

は負担と認識していないということがあると、活性化や負担軽減はやはり難しいのではないかと思う。 

負担には助成金の話も絡んでくる。ごみ問題や防災についても、やるためには助成金が必要である

ため、その点も難しく感じる。 

また、趣旨にある活動の意義啓発に関して、事業の必要性や目的を説明することは難しいかとも思

うが、説明していかなければ、最終的に町内自治会活動の活性化や持続可能な運営体制の構築は難し

いのではないかと思う。 

加えて、地域担当職員については、先日、地域運営委員会を設立するにあたっての大事な会議があ

ったが、地域担当職員は別の事業の関係で参加することができなかったことがあった。それが現状で、

その点は簡単に変えることができる話ではないと思う。 

そのため、この棚卸しだけでは身のある改革にはならず、全体的な体制を考えていかなければ、町

内自治会活動の活性化や持続可能な運営体制の構築に直結していく話にはならないと思う。 

 

○齋木部長 

一足飛びに町内自治会が活性化することは厳しいと我々も認識している。今回の棚卸しの１番の目

的は、町内自治会の業務を負担軽減することにより、少しでも担い手不足を軽減していくことにあり、

今後、地域が我々に何を求めているか、こんな業務が負担だ、ということを早くキャッチして、負担

軽減に結び付けたいと思う。 

また、地域担当職員については限界があると認識しているが、地域担当職員がまず話を聞き、様々

な課題に対して、地域団体や市役所の各所管課に繋げるという支援はできると思うので、スモールス

タートながらも進めていきたいと思う。 

 

○髙橋副会長 

私は地域運営委員会の事務局を約２０年やっており、様々な町内自治会の会長と話をすることがあ

る。 

担い手不足について、私の町内自治会では１０年ほど前に青年会ができたが、当時の会長は運動会

などで小学校に呼ばれた際に地元の若いお父さんに目をつけて、ちょっとそこの組長がいないんだけ
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どやってくれるか、というように若手を町内自治会に引き込み、何人か増えたら、若者同士で青年会

作ってくれよ、盆踊りで夜店をやってくれよ、というようにお願い上手な会長で、現在は何十人も青

年会に入っている。そのような成功例を広げても良いと思うし、ここは活発な町内自治会だというこ

とを地域担当職員は把握していると思うので、若手をうまく使っている事例などを紹介してもいいの

ではないかと思う。また、地域運営委員会のイベントには総会や新年会など様々あるが、各団体で、

会長副会長だけではなく、後継者となる若手を連れてくるような意識や声掛けも必要ではないかと思

う。 

棚卸しについては、各業務を簡単な方法に変えられるか考える余地はあると思う。 

デジタル化もとても大事なので、その支援は必要であると思うし、担い手不足への支援も、例えば

教育委員会とコラボして何かできないかというように、良いアイデアがあれば良いと思う。 

 

○原田委員 

デジタル化については「まっちば」で連携した事例があったと思うが、専門の団体でなくても、今

はどの団体でもツールを扱っているので、住んでいる地域の近くで、役員ではないがお手伝いはでき

るというような人を募ることもできると思う。 

見直しを行う業務や見直しを行わない業務の中に、防犯パトロール隊に関することがいくつかある

が、これは市から依頼しているものなのか、自主的なものなのか教えていただきたい。 

 

○齋木部長 

防犯パトロール隊は、町内自治会でやっているところもあれば、任意でやっているところもあるが、

いずれも市から依頼しているものではない。 

 

○山﨑委員 

町内自治会で話を伺うと、今大変なのは避難訓練と多文化交流とごみ出しであると聞くことが多く、

特に避難訓練と多文化交流については、頑張っている地域もあるができてない地域との差が激しいよ

うである。そして、会長がやりたいと思っても、町内自治会にまとめて連絡をして、こういうイベン

トをしようということを考えることが１番大変だと聞くので、マニュアルのような、提案できる好事

例の紹介が市からプッシュ式であれば、やろうと思う人がやることができるのではないかと思う。 

 

○関谷委員 

棚卸しについては以前から提案しており、始まったことは良いことだと感じている。そして、行政

が町内自治会に依頼している業務の棚卸しと、町内自治会自身がやっている活動の棚卸しの両方を、

少し時間はかかるかもしれないが、丁寧にやっていく必要があると思う。 

しかしながら、この取組みは単なる負担軽減ではなく、より根っこの部分から捉え直していかなけ

ればならないことであると認識している。町内自治会は、市民の自主組織という部分と、日本の場合

には行政協力員的な部分があり、全然ベクトルが違う双方が混在する形となっている。その点を自治

体によっては丁寧に見直しているところもあるが、性格付けや今後の方向性を決めることをしっかり

行わなければ、個々の内容をどのように捉え、どのように評価し、それを続けるか、やめるかという

ことがぶれてくる可能性がある。そして、中身については、会議への出席依頼など様々な形で協力を

お願いしているものと、補助金などの市民の受益的なもので、市から助成するから協力もお願いする
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という形でやっているもの、お互い協力し合ってやっていくしかないということでお願いしているも

のがあり、それらを整理しなければ、単に負担という視点で見直しを行うことではなかなか改善には

繋がらないので、整理した上で、ブラッシュアップを測ることが必要であると思う。また、技術的に

賄える部分、代用できる部分はどんどんスリム化していくこともできるものの、市からお願いしてい

るものは、市民局と区役所以外の部局を合わせると相当な量があり、これを全て依頼されると、町内

自治会としてはたまったものではないということが実情であると思うので、お願いが必要なことには

人的なサポートや事務的なサポートを合わせて考えていかなければ現場は困ると思う。そのため、そ

の視点での洗い出しをして、また、もちろん町内自治会の方でも整理をして、トータルで見えてきた

ものを１つの現状として、素材としながら、それぞれがどのようなあり方で、両者をどのような関係

にしていくのかということを方向性として固めていかなければ生産的なものにならないと思うので、

今回事務局から報告があったものはその途上として、今後、さらにヒアリングをする時にも、中身を

精査する時にも、その点は意識していただきたい。見直しを行う業務、見直しを行わない業務という

ものは、今話した視点で考えると、もう少し違った洗い出しができるかと思う。 

 

○清水委員 

私は民生委員をやっているが、町内自治会の役員や班長が１、２年で変わる中で、会長と様々な話

ができるようになったと思ったら、すぐに新しい人になってしまうことも多い。また、自分の地域の

会長も仕事をしながらやっている人が何代か続いており、会議への出席も、副会長と分担してやって

いる。町内自治会を抜ける人の中には役員ができないとして抜ける人も多く、大変だと感じている。 

町内自治会へは民生委員の推薦を依頼しているが、地域と連携を取りながらやらなければならない

のが民生委員であるとも思うので、会長にお願いをせずに勝手に民生委員を決めるわけにはいかず、

負担かもしれないがご迷惑をおかけしながら今後も依頼をする必要があるように思っている。 

また、私は区民まつりにも関わっているが、町内自治会に依頼される中で、８０歳９０歳ぐらいの

長く会長をやっている方が頑張っているような状況もある。棚卸しについて、簡素化できるものを簡

素化するのは良いが、急激にではなくゆっくりと、よく説明していただかなければ、わからなくなる

会長もいるかもしれないということを懸念している。 

 

○青柳委員 

業務の見直しをして、そもそも町内自治会が担当することが妥当なのかどうかという点を見直して

いただくとともに、そこで少し町内自治会の側で余裕ができたところで、今までずっとやってきたか

らやっていることでも、もう一度見直してみようという力が出てくるかもしれないし、そのような動

きの中で活性化が図られていくと良いと思う。その中で、他の地域でやっている有益な情報も同時に

提供されると活性化に繋がっていくかと思う。 

また、長くやっている人と、１、２年で変わる人とで、悩みもそれぞれ違うと思うので、その点も

把握していただき、それに応じた支援がなされていくと良いと思う。 

 

○粉川会長 

ここまでの意見を聞いた上で、私としては、市民側がこれはやる、やらないということを決めるこ

とが本筋なのではないかと感じた。 

今回は取りまとめをするというよりは意見を出す場だと認識をしているので、委員からの意見を参
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考として、事務局には進めていただきたい。 

それでは、これで議題（２）は終了とする。 

 

【その他（１）千葉市における市民自治推進の状況について】 

○粉川会長 

その他（１）「千葉市における市民自治推進の状況」について、事務局より報告願う。 

 

○古屋課長 

（資料に沿って報告） 

 

○粉川会長 

委員から質問等はあるか。 

 

（質問等なし） 

 

○粉川会長 

それでは、これでその他（１）は終了とする。その他事務局から何かあるか。 

 

○矢田課長補佐 

本日の会議録は、後日電子メールにて送るので確認をお願いする。  

また、次回の会議は令和８年８月下旬に開催予定である。 

 


